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【緒言】 
	 顎矯正手術による顎骨移動は、鼻咽腔の形態変化に関与するといわれている。特に、上

顎骨の上方移動は鼻腔の狭窄を招き、下顎骨の後方移動は咽頭腔の狭窄を引き起こすとさ

れている。しかし、鼻咽腔の形態変化が鼻呼吸機能に及ぼす影響については明らかにされ

ていない。鼻呼吸機能の悪化は鼻閉や口呼吸を引き起こし、睡眠呼吸障害の原因となり、

口呼吸は術後の顎骨の後戻りの要因の一つになりうることが報告されている。以上のこと

から外科的矯正治療を行う上で術後の鼻咽腔領域の形態変化と機能の因果関係を解明する

必要がある。 
	 本研究では、顎変形症患者を対象とし、顎矯正手術と鼻咽腔形態ならびに鼻呼吸機能と

の関係について、鼻腔通気度（NAR）と側面頭部 X 線規格写真ならびに CT 画像の分析結
果を用いて検討した。 
 
【対象と方法】 
	 対象は本研究に同意の得られた顎変形症患者 47名とした。術式により Le Fort I型骨切
り術と下顎枝矢状分割法施行患者を A 群（32 名）、下顎枝矢状分割法単独施行患者を B 群
（15名）とした。測定項目は側面頭部 X線規格写真を用いて上下顎骨の移動量と移動方向
を測定し、CTデータから 3次元画像解析ソフト（Dolphin Imaging version 11.7）を用い
て下鼻道（S1）、上咽頭（S2）、中咽頭上部（S3）、中咽頭下部（S4）の気道容積と中咽頭
での気道最狭窄部断面積（O-NCSA）ならびに上咽頭部断面積（P-CSA）を測定した。鼻
呼吸機能の評価には鼻腔通気度測定装置（KOC-8900、HI-801）を用いて NARを測定した。
術前と術後 6 か月以上経過時のデータを比較検討し、顎矯正手術による顎骨移動量と鼻咽
腔気道形態、鼻腔通気度の関連性について検討した。 
 
【結果】 
	 各群の顎骨の移動量と移動方向の平均値は A 群の A 点で 0.9 mm 前方、0.3mm 上方、
PNS で 1.4mm 前方、1.6mm 上方、B 点で 3.4mm 後方、2.0mm 上方、B 群の B 点では
5.2mm 後方、1.5mm 上方であった。術後の鼻咽腔形態変化については、A 群においては
S2と S4の容積に有意な減少を認め、B群では S3の容積、O-NCSAならびに P-CSAで有
意に減少を認めた。両群とも術後の鼻腔容積に有意な変化はなかった。S3 の術後容積に関
しては、B 群の方が A 群より有意に少なかった。A 群の NAR は術前 0.25Pa/cm3/s、術後
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0.28Pa/cm3/s、B群の NARは術前 0.30Pa/cm3/s、術後 0.29Pa/cm3/sで、術前後、各群間
で有意差は認めなかった。A群において NAR変化量と S2の容積、P-CSAの変化量に負の
相関を認めた。顎骨移動との関連は A群における B点の水平的移動と NAR変化量、PNS
の垂直的移動と S3の容積にそれぞれ負の相関を認めた。 
 
【考察】 
	 顎矯正手術と鼻咽腔形態変化に関するこれまでの多くの研究において、鼻腔容積が上顎

骨の上方移動により減少し、前方移動により増加することや、鼻咽腔容積が下顎骨の後方

移動により減少することが報告されている。一方で顎骨の移動は気道形態に変化を及ぼさ

ないという報告もある。本研究では三次元画像解析ソフトを用いて鼻腔ならびに鼻咽腔気

道を４つの領域に分けて気道容積の測定を行った。対象のほとんどが上顎骨は上方もしく

は前上方移動症例、下顎骨は後方移動症例であり、鼻咽腔気道容積はいくつかの項目で術

後に有意に減少していたことから、上下顎骨移動術は鼻咽腔気道形態の変化に影響を及ぼ

していると推測された。一方、術前後の鼻腔形態に有意な変化はなかった。その要因とし

て、上顎骨の移動量が比較的小さかったためではないかと考えられた。 
	 鼻腔通気度測定装置による NARの測定は、鼻呼吸機能の評価に有用であるとされており、
鼻腔通気性が低下した際には NARの上昇が認められる。これまで顎矯正手術後の鼻呼吸機
能の関連については、上顎骨の上方移動により鼻腔抵抗が減少する報告や上顎骨の前上方

移動で鼻呼吸機能の改善が見られ、上顎骨の上方移動と下顎骨の後方移動では鼻呼吸機能

は悪化したという報告などが認められたが、未だに見解の一致はみられていない。本研究

では各群で術前後の NAR に有意差は認めなかったが、NAR の変化量と鼻咽腔容積の変化
量ならびに下顎骨の水平的移動量との間に相関関係を認めたことから、下顎骨の移動方向

や移動量も術後の鼻腔通気度に影響を及ぼす可能性があると考えられた。 
	 以上より本研究において、顎骨の移動ならびに鼻咽腔気道形態変化と鼻呼吸機能との間

にいくつかの項目で相関関係が認められたものの、明確な結論を導き出すには至らなかっ

た。これは鼻呼吸機能を維持するために、顎骨移動による気道形態の変化に対して代償的

な生体作用機構が働いたのではないかと推測された。今後はこの生体作用機構を解明する

ために、さらなる検証が必要と考える。 
 
 
 
 
 


